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（1）-3-2)：「チーム・マイナス６％」のロゴマーク及び名称の普及・定着への寄与～博報堂クライアント実績～

※個々の連携取組概要は「平成18年度前期迄の成果」を参照

業界名 呼び掛け企業・団体 呼び掛け数

通信・ISP
ぷららネットワークス、ソフトバンクＢＢ、 日本電信電話 、NTTソフトウェア、東日本電信電話、ボーダフォン、日本テレコム、サイバーエージェ
ント、NTTデータグループ、NTTコムウェア、ＮＴＴレゾナント、西日本電信電話、ＮＴＴドコモ、ヤフー！ジャパン、So-net、nifty、ＯＣＮ、イン
テック、楽天、ＢＩＧＬＯＢＥ、ウェザーニューズ

２２社

運輸
西日本旅客鉄道、日本貨物鉄道、東日本旅客鉄道、小田急電鉄、東京急行電鉄、東京地下鉄、日本航空、全日本空輸、全日本
通運連盟、日本郵船、日本通運、佐川急便、ヤマト運輸、西濃運輸、キリン物流、東京都トラック協会世田谷支部 １６社

小売・流通

日本百貨店協会（96社 うすい百貨店、きたみ東急百貨店、さいか屋、さくら野百貨店、ジェイアール西日本伊勢丹、ジェイアール

東海高島屋、スズラン、そごう心斎橋、タカヤナギ、ちまきや、トキハ、ながの東急百貨店、プランタン銀座、マルカン百貨店、まるみつ、ヤナゲ
ン、ヤマトヤシキ、リウボウインダストリー、ロビンソン百貨店ロビンソン札幌、伊勢丹、伊予鉄高島屋、井上、井筒屋、

一畑百貨店、遠鉄百貨店、横浜松坂屋、岡山高島屋、岡島、沖縄三越、下関大丸、丸ヨ池内、丸井今井、丸広百貨店、丸榮、岩田
屋、岐阜高島屋、久留米井筒屋、宮崎山形屋、京王百貨店、京急百貨店、京阪百貨店、近鉄松下百貨店、近鉄百貨店、金沢名鉄
丸越百貨店県民百貨店くまもと阪神、高崎高島屋、高松天満屋、高知大丸、高島屋、今治大丸、佐賀玉屋、佐世保玉屋、阪急百貨
店、阪神百貨店、三越、三交百貨店、山形屋、山陽百貨店、小倉伊勢丹、小田急百貨店、松屋、松坂屋、新潟伊勢丹、水戸京成
百貨店京成百貨店、西武百貨店、静岡伊勢丹、川徳パルクアベニューカワトク、大丸、大沼、大和、中合、中三、中部近鉄百貨店、鳥
取大丸、津松菱、鶴屋百貨店、天満屋、東急百貨店、東武宇都宮百貨店、東武百貨店、藤井大丸、藤丸、藤崎、博多井筒屋、博
多大丸福岡天神店、八木橋、浜屋百貨店、福屋、米子しんまち天満屋、米子高島屋、豊橋丸栄、名鉄百貨店、和歌山近鉄百貨店、
グランデュオ立川、さくら野東北、大浦都城大丸）、日本チェーンストア協会、ユニー、ミニストップ、ソフマップ、ファミリーマート、ローソン、セブン
＆アイHLDGS.、秋葉原電気街振興会、ラオックス、オノデン、ヨドバシカメラ、ベスト電器、ビックカメラ、石丸電気、イオン、ダイエー、ラフォー
レ原宿、プランタン銀座、全国商店街振興組合連合会

１１５社

金融・保険

全国銀行協会、住友信託銀行、みずほフィナンシャルグループ、みずほコーポレート銀行、みずほ信託銀行、みずほ銀行、新生銀行、三井
住友銀行、日本損害保険協会、あいおい損害保険、日本興亜損害保険、損害保険ジャパン、第一生命保険、あいおい生命保険、大
同生命保険、三井住友海上火災保険、東京海上日動火災保険、朝日生命保険、みずほ証券、大和証券グループ本社、野村證券、
商工中金オクトキュービック、三菱UFJフィナンシャルグループ、三菱UFJ投信、三菱UFJ信託銀行、三菱東京UFJ銀行

２６社

その他の産業

近畿日本ツーリスト、ジェイティービー、リクルート、三井物産、三菱商事、住友商事、サンケイビル、デジタルアドバタイジングコンソーシアム、
ＵＩＰ、アップフロントエージェンシー、東北新社、葵プロモーション、東京アドデザイナース、テーオーダブリュー、隅田商事、生活の木、パシフィッ
クボイス、寿恵会、首都高速道路、オーシング、ソニーミュージック、ホテルオークラ＆リゾート、明昌ネットワーク

２３社
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（1）-3-2)：「チーム・マイナス６％」のロゴマーク及び名称の普及・定着への寄与～博報堂クライアント実績～

業界名 呼び掛け企業・団体 呼び掛け数

学校 早稲田大学、法政大学、全日本学生自動車連盟（121校）、中野区立第二中学校 １２４校

地方自治体

北海道庁、青森県庁、岩手県庁、宮城県庁、秋田県庁、山形県庁、千葉県庁、神奈川県庁、新潟県庁、富山県庁、石川県庁、福
井県庁、静岡県庁、愛知県庁、滋賀県庁、京都府庁、大阪府庁、兵庫県庁、奈良県庁、和歌山県庁、島根県庁、鳥取県庁、岡山
県庁、広島県庁、山口県庁、徳島県庁、香川県庁、愛媛県庁、高知県庁、長崎県庁、宮崎県庁、熊本県、鹿児島県、沖縄県庁、札
幌市、仙台市、大阪市、神戸市、西宮市、高島町（滋賀県）、葛城市（奈良県）、河内長野市（大阪府）、七宝町（愛知県）、藤江市
（静岡県）、千代田区、北区、板橋区、墨田区、武蔵野市

４９自治体

県センター

北海道環境財団、青森県環境パートナーシップセンター、環境パートナーシップいわて、みやぎ・環境と暮らし・ネットワーク、
環境あきた県民フォーラム、環境ネット山形、超学際的研究機構、茨城県公害防止協会、栃木県環境技術協会、地球温暖化防止
ぐんま県民会議、環境ネットワーク埼玉、千葉県環境財団、かながわアジェンダ推進センター、新潟県環境保全財団、フィールド21、
長野県環境保全協会、 とやま環境財団、いしかわ環境パートナーシップ県民会議、エコプランふくい、岐阜県公衆衛生検査ｾﾝﾀｰ、
アースライフネットワーク、環境創造研究センター、三重県環境保全事業団、淡海環境保全財団、京都地球温暖化防止府民会議、
大阪府みどり公社、ひょうご環境創造協会、奈良ストップ温暖化の会、わかやま環境ネットワーク、島根ふれあい環境財団、岡山
県環境保全事業団、広島県環境保健協会、山口県予防保健協会、愛媛県環境保全協会、九州環境管理協会、環境カウンセリン
グ協会長崎、宮崎文化本舗、鹿児島県環境技術協会、沖縄県公衆衛生協会

３８団体

NGO・NPO

環境パートナーシップやまなし、表参道欅会、にっぽんど祭り組織委員会、こども国連環境会議推進協会、ＮＰＯ気象キャスター
ネットワーク、都道府県地球温暖化防止活動推進センター（42団体）、A SEED JAPAN、エコ・リーグ、FAO、FoE Japan、自転車きゃ
らばん、みちのくYOSAKOIまつり実行委員会、YOSAKOIソーラン組織委員会、ＮＧＯナチュラル・ステップジャパン、ＮＰＯ法人えこ
ひろば、独立行政法人環境保全機構、独立行政法人国立環境研究所、ＮＰＯ法人気候ネットワーク

５９団体

その他団体

英国大使館、ＪＡグループ、ゆうちょクラブ、ガールスカウト日本連盟、全国科学館連携協議会、日本サッカー協会、Ｊリーグ、日本
オリンピック委員会、横浜マリノス、東京ベルディ１９６９、アルビレックス新潟、ショートショート実行委員会、省エネルギーセンター、
大手町・丸の内・有楽町地区再開発推進協議会、日本橋名橋保存会、ロハスクラブ、原宿表参道欅会、グリーンバード、日本伸銅
協会、日本産業デザイン振興会、エコ学園祭ネットワーク、グリーン購入ネットワーク、日本環境協会、日本釣振興会、地球環境
パートナーシッププラザ、水と緑の惑星保全機構、環境普及情報センター、気象協会、足元から地球温暖化を考える市民ネットえど
がわ、環境エネルギー政策研究所、WWFジャパン、地球と大気汚染を考える全国市民会議、エコマーク事務局、コピーライツアジ
ア

３４団体

合計 ３５業種、９２６企業・団体

※個々の連携取組概要は「平成18年度前期迄の成果」を参照
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（1）-4：実施本部を強化するための施策① ～地方連携チーム～

＜統括チーム＞
加藤・波房・川島・間中

北海道ブロック：小谷（北海道博報堂）

東北ブロック：後藤（盛岡博報堂、仙台博報堂、福島博報堂、青森博報堂）

北陸ブロック：酒井（新潟博報堂、北陸博報堂）

関東ブロック：前

東海ブロック：波房（博報堂中部支社、静岡博報堂）

近畿ブロック：櫻井（博報堂関西支社）

中国ブロック：野村（中国博報堂）

四国ブロック：小谷（四国博報堂）

九州ブロック：今村（博報堂九州支社）

沖縄：櫻井（アドスタッフ博報堂）

地方連携統括チームのスタッフ拡充と機能強化を実施し、都道府県毎に状況把握を行い、実効性のある連携
を目指します。博報堂の地域会社とも緊密に連携し、地域へのきめ細かい対応も可能とします。

統括チームの機能を強化

①自治体、県センターからの
地域情報、取組み等のヒアリング。

②地域情報を横展開し、地域での
活動の活性化に寄与する。

③相手のニーズや事情に合わせた
実効性の高い連携企画の提案。
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（1）-4：実施本部を強化するための施策② ～メディア連携の強化～

メディアビジネスセンター
＜チーム・マイナス６％推進チーム＞

【博報堂側担当】
宮崎（営業開発推進局 局長代理）
吉井（メディアビジネス部 部長）
野村（営業統括局 ＧＭ）

【博報堂ＤＹＭＰ側担当】
チーム・マイナス６％推進委員会
川廷（アカウント戦略局）
田中、沼澤、深谷（新聞局）
山田、石川、小崎、佐藤（テレビ局）
河南、設楽（ラジオ局）
加藤、斎藤（雑誌局）
清水、吉田（ＯＤＭ局）
佐藤、松谷（Ｉメディア局）
碓氷、嶋田（エンタメ局）
樋口、飯田、前田（スポーツ局）
伊牟田（メディアマーケ局）

■ 新聞社各社

・中央紙（5紙）

・ブロック紙（3紙）

・地方紙（73紙）

・スポーツ紙（9紙）

※５月１１日ブロック、地方紙に説明会実施済。

■ テレビ局各社（127社）
※６月１日系列全１１5局へ説明会実施済。

■ ラジオ局各社（101社）

■ 雑誌社各社（4,260社）

■ ネット系メディア各社

■ 日本民間放送連盟

■ 日本新聞協会

■ 日本オリンピック委員会

■ 日本サッカー協会

■ 日本野球機構

■ 日本プロゴルフ協会、

■ 日本女子プロゴルフ協会

■ 音楽制作者連盟 他

連携

メディア統括チームのスタッフ拡充と機能強化を実施し、各メディアや各種団体に状況把握を行い、実効性のあ
る連携を目指します。
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（1）-4：実施本部を強化するための施策② ～メディア連携の強化～

５月に新聞社（地方紙・ブロック紙）を、６月にテレビ局（系列別）を集めチーム・マイナス６％説明会を実施。メディ
ア各社への連携協力依頼をスタート。その後、新聞社約20社、テレビ局約50社と個別ミーティングを重ね、FACE 
TO FACEで熱意を伝え各エリアでのムーブメントの種蒔きをしてきました。後期は前期の成果をケーススタディとし
て示し、さらにこの熱意が伝播するよう新聞社、テレビ局のほか、ラジオ局への説明会を実施していきます。

２００６年６月１日テレビ局説明会
（１１５局参加）

２００６年５月１１日新聞社説明会
（４７社参加）

説明会資料をマイバッグ
に入れて配布

http://www.digitalforest.jp/ceo/archives/images/dairiten.jpg
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（1）-4：実施本部を強化するための施策③ ～ＷＥＢの強化～

国民運動の効果的かつ効率的な遂行が可能に

● 危機意識醸成 ⇒ 地球のレイヤーから地域・身体のレイヤーへ
地球温暖化防止を、より身近に、自分事化して意識してもらうために、語り口を地球規模から、
地域、身体へのレイヤーへと移行していく

● チーム員（企業・団体）との連携 ⇒ チーム員同士のコミュニケーション促進
チーム員である企業・団体・個人の活動の受け皿に加え、団体同士、チーム員同士が相互に
コミュニケーションできる、WEB2.0環境を促進し、活動を自己増殖させる

● 100万人獲得 ⇒ デバイス機能の強化と拡大
地域毎のコンテンツと連携した登録の入り口、イベントとの連携を拡大するモバイルでの専用入り
口など、デバイス機能の強化と拡大を促進

※詳細については、「ＷＥＢの強化・拡充」の項にて詳述。

これまでに引き続き、チーム・マイナス６％ＷＥＢを下記の３点から強化します。

本体サイトのみならず、チーム・マイナス６％の広範なリンク網そのものが
チーム・マイナス６％WEBサイトになっていく
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(2) これまでの国民運動事業の成果を踏まえた効率的・効果的な事業実施

～基本仕様書～
政府の地球温暖化対策推進本部において決定したロゴマーク及び「チーム・マイナス６％」の名称を使用し、下記①～④の国
民運動事業を展開する。

①国民に対して呼びかける具体的な地球温暖化防止について、別紙に掲げる「６つの取組」を基にして、効率的・効果的に普及啓発し行動に結び
つける
②地球温暖化の「健全な危機意識」を醸成するため、効率的かつ効果的な方法を検討し、実施する。
③チーム員数を平成１８年度中に１００万人にするため、効率的かつ効果的な方法を検討し、実施する。
④経済界、労働組合、ＮＰＯ、地方公共団体及び地球温暖化対策推進法に基づく全国センター、都道府県センター等幅広い関係者との連絡調
整を行う

※平成18年度地球温暖化防止大規模「国民運動」推進事業 基本仕様書より（平成18/7/28)


